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DX時代に対応して変革を続けた企業が生き残る
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コロナ禍で加速する企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）。あらゆる領域で産業構造の変革が起きる現代は、日本
企業にとって大きなチャンスになり得るのだろうか―。企業はいかにDXに取り組むべきかについて、経営共創基盤 IGPIグループ
会長の冨山和彦氏と、三菱商事 取締役常務執行役員の村越晃氏が語り合う。

―DXが一気に加速しています。この
状況をどのように見ていますか？
冨山　DXには2つの側面があります。
1つは、日常業務をリモートで行うと
いったいわゆるIT化。もう1つは、テク
ノロジーやデータなどを活用した新た
なサービスや企業の登場により産業構
造がガラッと変わるもの。これは当然
ながら後者のほうが重要です。DXの
萌芽は1990年代のコンピューター革

命の時代に芽吹きましたが、GAFA
（グーグル、アマゾン、フェイスブック、
アップル）の台頭を目の当たりにしなが
ら、日本は大きく遅れました。コロナ禍
により、DXが影響を及ぼす範囲は拡大
しており、大企業・中小企業にかかわら
ず、ほとんどの分野において事業や産
業構造の組替えが起こる可能性が強
まっています。
　今後は変容する力をもっているかど
うかが勝負のカギになります。裏返し
ていえば、変容をエキサイティングに
感じる人たちにとっては、大きなチャン

スだといえるでしょう。とくに若い人た
ちにとっては、活躍の機会が広がりま
すから、面白い時代になりますよ。
村越　三菱商事もDXへの対応を非常
に大きなテーマとして掲げています。
　まず、当社には「三綱領」という経営
理念があります。このなかでは、公明正
大に社会に役立つ会社であることを
謳っています。日々の企業活動を通じ
て、世界の産業に広く貢献することが
当社の存在意義といえます。
　現在では、当社はほとんどの産業の
お客様と接点があります。そのため、

大企業や中小企業からスタートアップ
まで、さまざまな産業の会社が非競争
領域で労力を使わずに済むように、物
流や受発注などで共通のデジタルプ
ラットフォームを提供することが、三菱
商事が目指すDXの究極の姿だと考え
ています。つまり、DXは社会への奉公
という当社の存在価値を実現するため
の重要なツールの1つと捉えていま
す。そして、この動きはますます加速さ
せていかなければなりません。

―いま、日本の社会が抱えている課題
についてはどう感じていますか？
冨山　1980年代、「ジャパン・アズ・ナ
ンバー１」という言葉が広ま
り、日本は世界を席巻しまし
た。日本企業の躍進を支えた
のは、勤勉な労働者が改善・
改良しながら良いものをつく
り、それを海外で販売すると
いうモデルです。新卒一括採
用、年功序列型により長い時
間をかけて改善・改良でオペ
レーションを磨いていくスタイルは競
争力を引き上げることができました。
ところが、90年代以降、世界がガ

ラッと変わりました。猛烈なグローバル
化、不連続な変化とデジタル革命が一
気に起こり、日本のモデルはピークを
迎えたのです。事業構造やビジネスモ
デルが変容する時代になると、新陳代
謝のスピードが遅いという日本型モデ
ルの最大の欠点が目立ち始めます。新
卒一括採用で40年かけて全員が入れ
替わるのでは置いてきぼりです。

いま起こっている変化をスポーツで
考えると、プレーする種目が変わってし
まったと例えられるでしょう。これまで
一生懸命野球を練習して勝ってきたの
に、気が付くと世界ではサッカーが主
流になっていたというわけです。これで
は、いくらホームランが打てても活躍
しようがない。同質的で固定的なメン
バーばかりのチームでは、野球の技術
やチーム運営はわかるけれど、サッ
カーは経験したことがない、という状況
になってしまいます。
これからは新陳代謝を高め、組織に
多様性をもたせなければ、日本企業は
生き残ることはできません。何十年も
続いてきた仕組みを切り替えることは
簡単ではありませんから、多くの企業

が苦しんでいます。逆にいうと、いまは
その対応ができた組織とできなかった
組織とで、差がつく局面でしょう。
村越　総合商社にもかつては「冬の時
代」と言われた時期がありました。これ
まで何度も危機的状況に直面しなが
ら、変化してきた歴史があります。今回
のコロナ禍も大きな危機と感じていま
すが、一方で新しい時代がきたのだと
捉えています。
　当社は、2019年に約20年ぶりとな
る人事制度の大規模な改定を行いまし

た。これまでは担当する分野別の縦割
りの色合いが強かったのですが、改定
により人材の社内での流動化を図るよ
うにしました。例えば、一定以上の責任
あるポストにつく社員はこの縦割りを
超えた所属に切り替えるなど異動の柔
軟性を高めています。加えて、育成・活
用に関しても、入社から5～10年間は
資格制度のなかで育成していきます
が、その後、一定以上のポストにつく社
員は、職務給型、いわゆるジョブ型に近
い制度を適用し、実力主義と適材適所
の徹底を図ります。そのことで若手の
登用も図り、シニア層や女性をさらに
活用できるようになり、組織として多様
性を高めることができます。

―いまのような危機のなかで「両利き
の経営」が注目されていますが、どの
ように役立つでしょうか？
冨山　先ほど村越さんが「総合商社は
何度も危機を乗り越えてきた」とおっ
しゃいましたが、いまのような変化の時
代はこれまで何度もあり、どの時代に
も変化を乗り越えた企業はありまし
た。危機を乗り越えられた会社のポイ
ントは、「両利き力」をもっているかどう
かです。既存の事業をきちんと深めて
いく能力（深化）と、新しい事業を探し
生み出す能力（探索）、この2つの力が
両利きの根本です。
　しかし、これを先ほど申し上げたス
ポーツに例えると、これまで野球チー
ムだったのにサッカー選手を雇い、両
方を同じ組織で共存させなければなら
なくなります。種目によって個人の行

すべての産業で
事業構造が変化する
変容力こそが生き残りのカギ

動やモチベーションの源泉が違ったり
するので、すごく難しいのです。これか
ら日本企業はこの課題に挑戦していく
ことになるでしょう。
村越 「両利き」という点でいうと、
2018年に当社が策定した「中期経営
計画2021」がありまして、そのなかで
社員には「変化への対応力」というキー
メッセージを発信しています。
　三菱商事は、本体はいま6,000人の
会社ですが、グループ全体では約8万
人の社員がいます。グループにはさま
ざまな分野の事業会社があります。一
方で、本社の社員は、1つの会社や業
界の枠を超えた再編・融合に取り組む
ことがミッションになってきています。
つまり、グループ会社では既存ビジネ
スも含め専門性を深化させる役割を
持ちます。本体では、それらグループ
会社一つ一つに対して、企業価値を提
供し続けられるかどうかを見極める、と
いう真摯な姿勢が求められています。
加えて、本体では海外を含めた全産業
を俯瞰しながら、事業を再構築し新た
なチャンスを探ることになります。すな
わち、自社グループの既存ビジネスを
改めてマッピングしたうえで、変化に対
応したポートフォリオに組み替えてい
くことが必要です。この「両利き」を実
現するために、事業構想力や探索力が
必要になります。

―今後の日本の産業界と三菱商事の
展望についてお聞かせください。
冨山 これまでは劣勢だった日本企業
も、今後はいわゆる現実と仮想を組み

合わせた「サイバーフィジカ
ル」な領域になってくるので、
日本がもともともっていた
ハードウェア系の技術や組織
がもつオペレーションの強み
が生きてきます。それをテコ
にして、巻き返すことができ
るかどうかがカギとなります。
もう1つ重要なのは、コロ

ナ禍で「エッセンシャルワーカー」とし
て注目されているような、医療・介護や
小売卸など、各地域に密着して社会を
支える大きな役割を担っている、いわ
ゆるローカル産業の生産性の向上で
す。まだこの領域の生産性がかなり低
いので、DXを進めて労働生産性を引
き上げ、結果的に賃金も上昇していく
ことが日本の経済復興の核になると思
います。この分野で三菱商事が果たせ
る役割も大きいと期待していますの
で、ぜひ頑張っていただきたい。
村越　2019年にはNTTと提携して、
デジタル技術を活用した物流・小売業
の効率化支援を進めています。また、
位置情報の世界的リーディングカンパ
ニーであるオランダのHERE社に出資

し、物流・交通輸送分野のDXにも取り
組んでいます。
さらにEX（エネルギートランスフォー

メーション）の領域についても、エネル
ギーの安定供給を担ってきた三菱商事
らしい解を目指します。2020年3月に
再生可能エネルギー開発を積極的に
進めているオランダの総合エネルギー
事業会社Eneco社を買収しました。欧
州や国内をターゲットにエネルギー供
給でも新たな形を追求していきます。
　私の過去の経験から考えても、世の
ため人のためになることをしていれ
ば、必ず利益が返ってくると確信して
いるので、既存事業も緩めることなく
深めていきながら、恐れることなく新し
い取組みに挑戦していきます。
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の効率化支援を進めています。また、
位置情報の世界的リーディングカンパ
ニーであるオランダのHERE社に出資

し、物流・交通輸送分野のDXにも取り
組んでいます。
　さらにEX（エネルギートランスフォー
メーション）の領域についても、エネル
ギーの安定供給を担ってきた三菱商事
らしい解を目指します。2020年3月に
再生可能エネルギー開発を積極的に
進めているオランダの総合エネルギー
事業会社Eneco社を買収しました。欧
州や国内をターゲットにエネルギー供
給でも新たな形を追求していきます。
　私の過去の経験から考えても、世の
ため人のためになることをしていれ
ば、必ず利益が返ってくると確信して
いるので、既存事業も緩めることなく
深めていきながら、恐れることなく新し
い取組みに挑戦していきます。

お問い合わせ先：三菱商事株式会社  https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/

人事制度を見直し、
組織の新陳代謝を高める

デジタルとエネルギー領域の
両輪で日本社会に貢献していく

本業の深掘りと新領域への挑戦
「両利き力」が勝敗を分ける


